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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

中間連結会計期間
第77期

中間連結会計期間
第76期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （千円） 10,135,363 10,064,909 20,080,975

経常利益 （千円） 1,027,180 147,286 1,444,692

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（千円） 664,056 39,463 886,436

中間包括利益又は包括利益 （千円） 1,417,322 1,970,592 1,422,124

純資産額 （千円） 28,531,434 30,194,021 28,431,929

総資産額 （千円） 34,996,006 37,557,266 34,769,938

１株当たり中間（当期）純利

益
（円） 47.77 2.84 63.77

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 81.5 80.4 81.8

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △125,175 1,504,988 1,430,311

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △1,040,140 △1,945,534 △2,456,506

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △327,160 1,656,094 △548,529

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
（千円） 5,674,997 6,927,593 5,542,595

 

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、米国では堅調な経済成長を維持しているものの、ウクライナ情勢や中

東情勢の緊張の長期化による世界的な資源・エネルギー価格の高止まりや中国景気の減速、物価上昇の継続など、

総じて先行きは不透明な状況が続いております。一方、わが国経済は、雇用や所得環境の改善、インバウンド需要

の拡大などから緩やかな回復傾向となったものの、資源価格の高騰や海外景気の下振れ、人手不足による供給制約

の影響などを受け、景気回復は足踏み状態となっております。

このような状況の下、当社グループは生産性の維持・向上、グローバル市場での販売拡大、国内住宅関連市場の

占有率拡大や非住宅関連市場の開拓などを目指し、戦略的な製品開発・生産・営業活動を展開しましたが、受注が

低迷している影響などにより、売上・利益ともに前年同期を下回る結果となりました。国内における売上は、住宅

関連刃物、非住宅関連刃物ともに前年同期から減少しました。海外における売上は、為替の円安による追い風の

中、欧州などでは不振が継続し、当中間連結会計期間の売上高は100億６千４百万円（前年同期比0.7％減）となり

ました。

利益面につきましては、為替の影響を除いた売上高が前年同期比で下回ったことから、営業利益は３億９千４百

万円（前年同期比40.4％減）、営業外費用として為替差損を２億５千４百万円計上したことなどから、経常利益は

１億４千７百万円（前年同期比85.7％減）となりました。また、親会社株主に帰属する中間純利益は３千９百万円

（前年同期比94.1％減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①　日本

国内向けでは住宅関連刃物、非住宅関連刃物ともに減少したものの、海外向けでは木工関連刃物などが増加

し、売上高は75億９千８百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益は１億８千万円（前年同期比25.4％減）とな

りました。

②　インドネシア

製紙関連刃物および木工関連刃物が減少し、現地通貨ドル建て売上高は前年同期比で減少となりましたが、円

換算額では円安ドル高が進み、売上高は19億７千万円（前年同期比6.3％増）、営業利益は８千８百万円（前年

同期比20.5％増）となりました。

③　米国

鋼管関連刃物などが減少したことから、売上高は12億１百万円（前年同期比2.3％減）、営業利益は９千６百

万円（前年同期比10.5％減）となりました。

④　欧州

自動車関連刃物および製紙関連刃物などが減少したことから、売上高は10億４千３百万円（前年同期比13.0％

減）、営業利益は１千４百万円（前年同期は０百万円の営業利益）となりました。

⑤　中国

木工関連刃物および自動車関連刃物などが増加したことから、売上高は９億１千２百万円（前年同期比13.4％

増）、営業損失は１億１千９百万円（前年同期は１億３千５百万円の営業損失）となりました。

⑥　ブラジル

自動車関連刃物などが増加したことから、売上高は３億８千５百万円（前年同期比0.2％増）、営業利益は５

千５百万円（前年同期比6.3％増）となりました。

⑦　ベトナム

木工関連刃物および自動車関連刃物などが増加したことから、売上高は５億９千１百万円（前年同期比40.0％

増)、営業利益は２千３百万円（前年同期は１千７百万円の営業損失）となりました。

 

なお、セグメント別の売上高は、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。
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財政状態は、次のとおりであります。

（資産）

　当中間期末における流動資産は194億１千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億６千４百万円増加いた

しました。これは主に現金及び預金が13億８千４百万円増加したことなどによるものであります。固定資産は181

億３千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億２千２百万円増加いたしました。これは有形固定資産が前連

結会計年度末に比べ14億５千２百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は375億５千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ27億８千７百万円増加いたしました。

（負債）

　当中間期末における流動負債は34億４千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億１千万円減少いたしまし

た。これは主に支払手形及び買掛金が４億円減少し、流動負債その他が３億１百万円減少したことなどによるもの

であります。固定負債は39億１千６百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億３千５百万円増加いたしました。

これは主に長期借入金が18億３千５百万円増加したことなどによるものであります。

　この結果、負債合計は73億６千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億２千５百万円増加いたしました。

（純資産）

　当中間期末における純資産合計は301億９千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億６千２百万円増加い

たしました。これは主に為替換算調整勘定が19億１千１百万円増加したことなどによるものであります。

　この結果、自己資本比率は80.4％（前連結会計年度末は81.8％）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ13億８千４百万円増加し、当中間期末には69億２千７百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は15億４百万円（前年同期は１億２千５百万円の支出）となりました。収入の主

な内訳は、税金等調整前中間純利益１億４千７百万円、減価償却費８億９千５百万円、売上債権の減少６億６千

５百万円であります。支出の主な内訳は、仕入債務の減少７億円、法人税等の支払１億７千６百万円でありま

す。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は19億４千５百万円（前年同期比87.0％増）となりました。これは、主として有

形固定資産の取得による支出19億２千７百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は16億５千６百万円（前年同期は３億２千７百万円の支出）となりました。これ

は、主として長期借入れによる収入20億円によるものであります。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は１億３千５百万円でありました。なお、当中間連結会計期間に

おいて、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,310,000 14,310,000

東京証券取引所

スタンダード市場

名古屋証券取引所

メイン市場

単元株式数

100株

計 14,310,000 14,310,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年４月１日～
2024年９月30日

－ 14,310,000 － 2,142,500 － 2,167,890
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大口興産株式会社 名古屋市昭和区高峯町143番地３ 2,299 16.55

渡邉　裕子 名古屋市昭和区 1,366 9.83

太田　万佐子 名古屋市千種区 1,327 9.55

兼房従業員持株会 愛知県丹羽郡大口町中小口一丁目１番地 744 5.36

渡邉　久修 名古屋市昭和区 593 4.27

信太　万希子 名古屋市天白区 573 4.12

太田　正志 名古屋市千種区 404 2.91

渡邉　將人 名古屋市昭和区 400 2.88

渡邉　美奈子 名古屋市昭和区 343 2.47

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 200 1.43

計 － 8,252 59.37
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）１
普通株式 409,900 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 13,889,400 138,894 同上

単元未満株式 普通株式 10,700 － －

発行済株式総数  14,310,000 － －

総株主の議決権  － 138,894 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）が含まれて

おります。

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

兼房株式会社
愛知県丹羽郡大口町中

小口一丁目１番地
409,900 - 409,900 2.86

計 － 409,900 - 409,900 2.86

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

兼房株式会社(E01437)

半期報告書

 8/21



１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,542,595 6,927,593

受取手形及び売掛金 3,389,382 3,290,605

電子記録債権 941,246 594,964

商品及び製品 3,266,210 3,473,076

仕掛品 1,230,151 1,287,639

原材料及び貯蔵品 3,242,846 3,321,691

その他 672,470 544,600

貸倒引当金 △30,046 △20,736

流動資産合計 18,254,858 19,419,436

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,184,465 5,552,933

機械装置及び運搬具（純額） 5,043,284 5,385,916

その他（純額） 4,451,800 5,192,985

有形固定資産合計 14,679,550 16,131,836

無形固定資産 904,362 1,000,544

投資その他の資産 ※1 931,166 ※1 1,005,449

固定資産合計 16,515,079 18,137,829

資産合計 34,769,938 37,557,266
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,596,516 1,195,831

電子記録債務 302,456 249,755

１年内返済予定の長期借入金 201,920 190,344

未払法人税等 126,103 27,175

賞与引当金 407,823 362,898

その他 1,722,462 1,421,073

流動負債合計 4,357,282 3,447,078

固定負債   

長期借入金 1,211,219 3,046,610

退職給付に係る負債 141,098 171,436

その他 628,408 698,118

固定負債合計 1,980,727 3,916,166

負債合計 6,338,009 7,363,245

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,142,500 2,142,500

資本剰余金 2,167,890 2,167,890

利益剰余金 22,031,913 21,862,876

自己株式 △208,939 △208,939

株主資本合計 26,133,364 25,964,326

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 249,953 280,267

為替換算調整勘定 2,072,549 3,984,273

退職給付に係る調整累計額 △23,938 △34,847

その他の包括利益累計額合計 2,298,564 4,229,694

純資産合計 28,431,929 30,194,021

負債純資産合計 34,769,938 37,557,266
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 10,135,363 10,064,909

売上原価 7,001,406 7,098,041

売上総利益 3,133,956 2,966,867

販売費及び一般管理費 ※1 2,472,448 ※1 2,572,286

営業利益 661,507 394,581

営業外収益   

受取利息 9,514 31,522

受取配当金 5,958 13,353

為替差益 389,501 －

その他 6,599 7,118

営業外収益合計 411,573 51,994

営業外費用   

支払利息 42,423 43,693

為替差損 － 254,842

デリバティブ評価損 2,545 211

その他 932 542

営業外費用合計 45,901 299,289

経常利益 1,027,180 147,286

特別利益   

固定資産売却益 855 1,538

特別利益合計 855 1,538

特別損失   

固定資産売却損 － 110

固定資産除却損 909 1,663

特別損失合計 909 1,773

税金等調整前中間純利益 1,027,127 147,051

法人税等 363,070 107,588

中間純利益 664,056 39,463

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益 664,056 39,463
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 664,056 39,463

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 36,646 30,313

為替換算調整勘定 716,698 1,911,724

退職給付に係る調整額 △79 △10,908

その他の包括利益合計 753,266 1,931,129

中間包括利益 1,417,322 1,970,592

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,417,322 1,970,592

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,027,127 147,051

減価償却費 842,737 895,126

賞与引当金の増減額（△は減少） △13,520 △51,919

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,802 △12,941

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 17,435 △9,323

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △24,203 △22,348

受取利息及び受取配当金 △15,473 △44,875

支払利息 42,423 43,693

為替差損益（△は益） △204,513 346,835

固定資産売却損益（△は益） △855 △1,428

売上債権の増減額（△は増加） 218,836 665,416

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,100,490 136,301

仕入債務の増減額（△は減少） △93,808 △700,587

未払又は未収消費税等の増減額 26,541 146,836

その他 △502,983 143,526

小計 213,449 1,681,363

利息及び配当金の受取額 15,473 44,875

利息の支払額 △40,440 △45,051

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △313,657 △176,199

営業活動によるキャッシュ・フロー △125,175 1,504,988

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △181 －

定期預金の払戻による収入 － 183

有形固定資産の取得による支出 △1,027,103 △1,927,733

有形固定資産の売却による収入 857 2,818

有形固定資産の除却による支出 △900 △1,640

無形固定資産の取得による支出 △3,365 △10,383

投資有価証券の取得による支出 △3,173 △5,381

貸付けによる支出 △6,575 △3,698

貸付金の回収による収入 301 301

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,040,140 △1,945,534

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 2,000,000

長期借入金の返済による支出 － △101,353

リース債務の返済による支出 △42,156 △34,051

自己株式の取得による支出 △51 －

配当金の支払額 △284,953 △208,500

財務活動によるキャッシュ・フロー △327,160 1,656,094

現金及び現金同等物に係る換算差額 331,774 169,448

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,160,702 1,384,997

現金及び現金同等物の期首残高 6,835,700 5,542,595

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 5,674,997 ※1 6,927,593
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該

会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

 

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

投資その他の資産 3,100千円 3,328千円

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

荷造運送費 199,555千円 202,154千円

従業員給与 751,719 810,073

従業員賞与 61,837 59,874

貸倒引当金繰入額 △5,802 △13,183

賞与引当金繰入額 149,788 143,036

退職給付費用 59,265 68,882

研究開発費 131,571 135,373

減価償却費 112,510 128,103

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

　とおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 5,674,997千円 6,927,593千円

現金及び現金同等物 5,674,997 6,927,593
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

(1) 配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日

定時株主総会
普通株式 284,953 20.50 2023年３月31日 2023年６月29日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月９日

取締役会
普通株式 104,250 7.50 2023年９月30日 2023年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

(1) 配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 208,500 15.00 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月11日

取締役会
普通株式 104,250 7.50 2024年９月30日 2024年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日 至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 日本
インド

ネシア
米国 欧州 中国 ブラジル ベトナム 計

売上高         

平刃類 1,923,162 1,202,989 198,019 381,874 310,635 87,004 6,030 4,109,715

精密刃具類 1,896,531 97,132 117,065 35,088 13,691 207 20,146 2,179,863

丸鋸類 3,393,488 502,922 895,520 779,932 463,773 290,356 396,107 6,722,101

商品他 327,382 50,690 19,185 2,554 16,499 6,883 482 423,679

顧客との契約

から生じる収

益

7,540,564 1,853,734 1,229,790 1,199,451 804,600 384,451 422,767 13,435,360

外部顧客への

売上高
5,159,091 1,103,705 1,229,790 1,198,919 377,718 384,451 85,977 9,539,654

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

2,381,473 750,029 － 531 426,881 － 336,789 3,895,705

計 7,540,564 1,853,734 1,229,790 1,199,451 804,600 384,451 422,767 13,435,360

セグメント利益

又は損失(△)
241,497 73,747 107,700 706 △135,915 51,884 △17,898 321,721

 

    

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

中間連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高     

平刃類 36,993 4,146,709 △928,777 3,217,931

精密刃具類 27,971 2,207,834 △203,223 2,004,611

丸鋸類 517,008 7,239,109 △2,471,418 4,767,691

商品他 13,882 437,561 △292,433 145,128

顧客との契約

から生じる収

益

595,854 14,031,215 △3,895,852 10,135,363

外部顧客への

売上高
595,708 10,135,363 － 10,135,363

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

146 3,895,852 △3,895,852 －

計 595,854 14,031,215 △3,895,852 10,135,363

セグメント利益

又は損失(△)
23,853 345,575 315,932 661,507

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド及びメキシコ

の現地法人の事業活動等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額315,932千円には、セグメント間取引消去101,260千円、棚卸資

産の調整額216,700千円、その他△2,029千円が含まれております。

　　　３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日 至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 日本
インド

ネシア
米国 欧州 中国 ブラジル ベトナム 計

売上高         

平刃類 1,929,232 1,301,106 200,009 363,111 333,831 91,936 20,154 4,239,384

精密刃具類 1,717,459 80,709 128,557 19,613 19,619 － 5,618 1,971,576

丸鋸類 3,609,650 536,297 850,529 658,478 549,520 286,566 565,794 7,056,836

商品他 341,882 52,049 22,670 1,947 9,150 6,605 239 434,544

顧客との契約

から生じる収

益

7,598,224 1,970,162 1,201,766 1,043,150 912,121 385,108 591,807 13,702,341

外部顧客への

売上高
5,116,409 1,170,185 1,201,766 1,043,026 445,425 385,108 76,727 9,438,650

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

2,481,814 799,977 － 124 466,695 － 515,080 4,263,691

計 7,598,224 1,970,162 1,201,766 1,043,150 912,121 385,108 591,807 13,702,341

セグメント利益

又は損失(△)
180,253 88,879 96,428 14,620 △119,186 55,141 23,390 339,527

 

    

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

中間連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高     

平刃類 50,859 4,290,243 △949,199 3,341,044

精密刃具類 40,890 2,012,467 △149,441 1,863,025

丸鋸類 525,537 7,582,373 △2,869,559 4,712,813

商品他 9,061 443,606 △295,581 148,025

顧客との契約

から生じる収

益

626,349 14,328,691 △4,263,781 10,064,909

外部顧客への

売上高
626,259 10,064,909 － 10,064,909

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

90 4,263,781 △4,263,781 －

計 626,349 14,328,691 △4,263,781 10,064,909

セグメント利益

又は損失(△)
31,662 371,189 23,391 394,581

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド及びメキシコ

の現地法人の事業活動等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額23,391千円には、セグメント間取引消去22,635千円、棚卸資産

の調整額12,461千円、その他△11,705千円が含まれております。

　　　３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

　当社及び子会社は、主として当社及び子会社で製造した工業用刃物を顧客へ販売しています。製品販売による収

益は、顧客へ製品の支配が移転した時点で認識しています。当社及び子会社は支配の移転を、顧客への製品の出荷

または引き渡し、あるいは顧客による検収に基づき決定しています。

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 47円77銭 2円84銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益 664,056 39,463

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（千円）
664,056 39,463

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,900 13,900

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

2024年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 104,250千円

（ロ）１株当たりの金額 ７円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2024年12月５日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

   2024年11月12日

兼房株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 名古屋事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　達治

     

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北岡　宏仁

     

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼房株式会社2024

年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日まで）に係る中間

連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、兼房株式会社及び連結子会社の2024年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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